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１
．
商
品
内
容
の

変
遷

　
家
計
地
震
保
険
制
度
は
、

新
潟
地
震
（
１
９
６
４
年
）

を
契
機
に
創
設
さ
れ
た
。
当

初
は
、
保
険
制
度
と
し
て
成

り
立
つ
こ
と
が
困
難
な
地
震

リ
ス
ク
を
保
険
商
品
化
す
る

た
め
に
、
損
害
区
分
（
全
損

の
み
担
保
）、付
保
割
合
（
30

％
）
、
引
受
限
度
額
（
建
物

90
万
円
、
家
財
60
万
円
）
な

ど
、
多
く
の
制
約
の
も
と
で

発
足
し
た
が
、
大
規
模
地
震

の
被
災
経
験
や
教
訓
、
消
費

者
の
声
な
ど
を
踏
ま
え
、
現

在
の
姿
に
至
る
ま
で
に
制
度

の
見
直
し
が
重
ね
ら
れ
、
多

く
の
拡
充
が
図
ら
れ
た
（
図

表
１
）
。

　
主
な
改
定
と
し
て
は
、
宮

城
県
沖
地
震（
１
９
７
８
年
）

を
契
機
と
し
た
、
半
損
の
導

入
、
付
保
割
合
の
拡
充
（
30

～
50
％
）
、
引
受
限
度
額
の

引
き
上
げ
（
建
物
１
０
０
０

万
円
、
家
財
５
０
０
万
円
）

な
ど
の
見
直
し
（
１
９
８
０

年
）
、
千
葉
県
東
方
沖
地
震

（
１
９
８
７
年
）
や
伊
豆
半

島
東
方
沖
群
発
地
震
（
１
９

８
９
年
）
な
ど
を
契
機
と
し

た
一
部
損
の
導
入
（
１
９
９

１
年
）な
ど
が
挙
げ
ら
れ
る
。

さ
ら
に
、
７
８
３
億
円
の
保

険
金
が
支
払
わ
れ
た
阪
神
・

淡
路
大
震
災（
１
９
９
５
年
）

を
契
機
に
、
家
財
・
半
損
の

保
険
金
支
払
割
合
の
引
き
上

げ
（
10
％
→
50
％
）
、
引
受

限
度
額
の
引
き
上
げ
（
建
物

５
０
０
０
万
円
、
家
財
１
０

０
０
万
円
）が
行
わ
れ
た（
１

９
９
６
年
）
。

　
最
近
で
は
、
東
日
本
大
震

災
（
２
０
１
１
年
）
を
契
機

に
制
度
の
見
直
し
が
行
わ
れ

た
。
震
災
後
約
３
か
月
間
で

１
兆
円
を
超
え
る
保
険
金
が

支
払
わ
れ
、
地
震
保
険
の
制

度
目
的
で
あ
る
「
被
災
者
の

生
活
の
安
定
に
寄
与
す
る
」

と
い
う
役
割
を
果
た
す
こ
と

が
で
き
た
一
方
で
、
巨
額
の

保
険
金
支
払
い
に
よ
り
準
備

金
残
高
が
大
幅
に
減
少
す
る

中
、
今
後
起
こ
り
得
る
首
都

直
下
地
震
や
南
海
ト
ラ
フ
巨

大
地
震
等
の
大
規
模
地
震
を

想
定
し
た
地
震
保
険
制
度
の

信
頼
性
・
強
靭
性
に
対
す
る

懸
念
が
生
ま
れ
た
。
ま
た
、

地
震
保
険
の
商
品
性
に
関
す

る
さ
ま
ざ
ま
な
意
見
が
寄
せ

ら
れ
た
。

　
そ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、

財
務
省
に
地
震
保
険
制
度
に

関
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー

ム
（
以
下
「
財
務
省
Ｐ
Ｔ
」

と
い
う
）
が
設
置
さ
れ
（
２

０
１
２
年
４
月
）、「
地
震
保

険
制
度
に
関
す
る
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
チ
ー
ム
報
告
書
」
（
２

０
１
２
年
11
月
30
日
、
以
下

「
財
務
省
Ｐ
Ｔ
の
報
告
書
」

と
い
う
）
が
取
り
ま
と
め
ら

れ
た
。

　
こ
の
報
告
書
で
は
、
地
震

保
険
制
度
の
役
割
と
官
民
負

担
の
在
り
方
が
今
日
的
観
点

か
ら
ま
と
め
ら
れ
、
ま
た
、

制
度
の
強
靭
性
に
つ
い
て
は

喫
緊
の
課
題
と
し
、
地
震
保

険
の
商
品
性
お
よ
び
地
震
保

険
料
率
に
つ
い
て

は
、
震
源
モ
デ
ル
の

改
定
と
併
せ
、
速
や

か
に
対
応
す
べ
き
課

題
と
さ
れ
た
。
商
品

性
に
関
す
る
課
題
は

引
き
続
き
、
財
務
省

Ｐ
Ｔ
の
フ
ォ
ロ
ー
ア

ッ
プ
会
合
（
２
０
１
３
年
11

月
設
置
）
に
お
い
て
検
討
が

行
わ
れ
、
方
向
性
が
取
り
ま

と
め
ら
れ
た
（
２
０
１
５
年

６
月
24
日
）
。

   

地
震
保
険
の
保
険
金
額
に

対
す
る
保
険
金
の
支
払
割
合

は
、
査
定
の
迅
速
性
、
公
平

性
を
確
保
す
る
た
め
に
、
実

際
の
損
害
額
に
よ
ら
ず
、
損

害
区
分
に
応
じ
て
保
険
金
を

支
払
う
仕
組
み
で
あ
り
、
当

時
は
全
損
（
支
払
割
合
１
０

０
％
）、
半
損
（
同
50
％
）、

一
部
損
（
同
５
％
）
の
３
区

分
で
あ
っ
た
。
こ
の
点
に
つ

い
て
、
財
務
省
Ｐ
Ｔ
の
委
員

か
ら
、
わ
ず
か
な
損
害
の
差

で
一
部
損
と
半
損
の
支
払
い

保
険
金
に
大
き
な
格
差
が
生

じ
る
こ
と
に
対
し
、
不
満
の

声
が
寄
せ
ら
れ
て
い
る
と
の

意
見
が
あ
っ
た
。

　
そ
こ
で
、
損
害
区
分
の
細

分
化
に
つ
い
て
検
討
が
行
わ

れ
、
従
来
の
半
損
を
大
半
損

（
支
払
割
合
60
％
）
と
小
半

損
（
同
30
％
）
に
分
割
し
、

３
区
分
か
ら
４
区
分
に
細
分

化
す
る
改
定
が
行
わ
れ
た

（
２
０
１
７
年
１
月
１
日
実

施
）
。

２
．
再
保
険
ス
キ

ー
ム
の
変
遷
（
官

民
責
任
割
合
・
総

支
払
限
度
額
）

　
地
震
リ
ス
ク
は
、
保
険
制

度
の
前
提
で
あ
る
大
数
の
法

則
が
働
き
に
く
い
。
こ
の
た

め
、
地
震
保
険
は
、
将
来
の

地
震
保
険
金
の
支
払
い
に
備

え
、
政
府
が
再
保
険
を
引
き

受
け
、
そ
の
対
価
で
あ
る
再

保
険
料
を
責
任
準
備
金
と
し

て
地
震
再
保
険
特
別
会
計
に

積
み
立
て
る
と
と
も
に
、
民

間
保
険
会
社
も
、
他
の
保
険

の
保
険
金
支
払
い
に
支
障
を

及
ぼ
さ
な
い
範
囲
内
で
再
保

険
を
一
部
引
き
受
け
、
再
保

険
料
を
積
み
立
て
る
こ
と
に

よ
っ
て
成
り
立
っ
て
い
る
。

　
た
だ
し
、
政
府
の
負
担
力

に
も
限
界
が
あ
る
こ
と
か

ら
、
１
地
震
当
た
り
の
支
払

保
険
金
の
上
限
（
総
支
払
限

度
額
）
が
あ
ら
か
じ
め
定
め

ら
れ
て
い
る
。

　
制
度
創
設
当
初
３
０
０
０

億
円
で
あ
っ
た
総
支
払
限
度

額
は
、
制
度
拡
充
等
に
よ
る

保
有
リ
ス
ク
の
増
大
に
伴
い

随
時
引
き
上
げ
ら
れ
て
き
た

が
、
普
及
が
急
速
に
進
ん
だ

阪
神
・
淡
路
大
震
災
後
に
一

つ
の
転
機
を
迎
え
た
。

　
阪
神
・
淡
路
大
震
災
の
保

険
金
支
払
い
に
よ
り
、
民
間

の
危
険
準
備
金
が
減
少
す
る

一
方
で
、
総
支
払
限
度
額
の

引
き
上
げ
に
伴
う
民
間
の
保

険
責
任
額
の
増
加
に
よ
り
、

危
険
準
備
金
残
高
の
不
足
が

増
大
し
て
い
く
こ
と
に
な
っ

た
。

　
こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま

え
再
保
険
ス
キ
ー
ム
が
見
直

さ
れ
、
民
間
の
保
険
責
任
額

は
、
危
険
準
備
金
残
高
を
基

準
に
設
定
す
る
こ
と
と
さ
れ

た
。

　
そ
の
後
、
東
日
本
大
震
災

の
発
生
に
よ
り
、
再
度
大
き

な
転
機
を
迎
え
た
。
東
日
本

大
震
災
の
保
険
金
支
払
い
等

に
よ
り
、
民
間
の
危
険
準
備

金
の
積
立
不
足
額
は
７
８
０

０
億
円
ま
で
に
拡
大
し
た
。

　
し
か
し
、
民
間
の
保
険
責

任
額
は
、
保
険
金
の
支
払
い

に
伴
い
危
険
準
備
金
が
減
少

し
て
も
、
自
動
的
に
軽
減
さ

れ
な
い
仕
組
み
に
な
っ
て
お

り
、
震
災
直
後
に
連
続
地
震

が
発
生
し
た
場
合
に
、
民
間

が
巨
額
の
損
失
を
被
る
リ
ス

ク
が
顕
在
化
す
る
こ
と
に
な

っ
た
。

　
こ
の
よ
う
な
状
況
に
対

し
、
財
務
省
Ｐ
Ｔ
の
報
告
書

に
お
い
て
制
度
の
強
靭
性
に

関
す
る
検
討
が
喫
緊
の
課
題

と
さ
れ
た
こ
と
を
踏
ま
え
、

２
０
１
３
年
度
の
再
保
険
ス

キ
ー
ム
見
直
し
で
は
、
１
地

震
当
た
り
の
民
間
の
保
険
責

任
額
を
危
険
準
備
金
残
高
よ

り
も
低
く
設
定
し
、
巨
大
地

震
の
発
生
に
よ
り
危
険
準
備

金
が
減
少
し
て
も
、
次
の
巨

大
地
震
に
対
応
で
き
る
よ
う

保
険
金
の
支
払
能
力
に
余
力

を
持
た
せ
る
制
度
が
導
入
さ

れ
た
。

　
こ
の
見
直
し
は
、
民
間
の

危
険
準
備
金
残
高
を
超
え
る

保
険
責
任
の
解
消
の
み
な
ら

ず
、
連
続
地
震
発
生
時
に
お

け
る
過
大
な
保
険
責
任
の
負

担
を
回
避
す
る
も
の
で
あ

り
、
制
度
の
強
靭
性
、
信
頼

性
に
大
き
く
寄
与
す
る
も
の

に
な
っ
た
。

　
そ
の
後
、
政
府
の
地
震
調

査
研
究
推
進
本
部
に
よ
る
確

率
論
的
地
震
動
予
測
地
図
の

見
直
し
や
、
地
震
保
険
の
普

及
拡
大
を
踏
ま
え
た
総
支
払

限
度
額
の
見
直
し
が
行
わ

れ
、
現
在
で
は
11
兆
３
０
０

０
億
円
（
２
０
１
６
年
４
月

以
降
）
と
な
っ
て
い
る
。

３
．
加
入
状
況
の

変
遷（
付
帯
率
・
世

帯
加
入
率
）

　
地
震
保
険
は
、
制
度
創
設

当
初
、
逆
選
択
性
を
排
除
す

る
た
め
に
住
宅
総
合
保
険
な

ど
の
火
災
保
険
に
自
動
付
帯

さ
れ
た
が
、
半
損
導
入
な
ど

の
補
償
充
実
に
よ
る
保
険
料

負
担
の
増
大
を
踏
ま
え
、
契

約
者
に
特
別
の
事
情
の
あ
る

場
合
に
は
付
帯
し
な
い
こ
と

が
で
き
る
、
い
わ
ゆ
る
原
則

自
動
付
帯
と
な
っ
た
（
１
９

８
０
年
）
。

　
そ
の
後
、
世
帯
加
入
率
は

伸
び
悩
ん
だ
が
、
阪
神
・
淡

路
大
震
災
を
契
機
に
普
及
拡

大
の
必
要
性
が
唱
え
ら
れ
、

地
震
保
険
の
危
険
準
備
金
運

用
益
を
活
用
し
た
広
報
活
動

や
２
０
０
６
年
度
税
制
改
正

に
お
け
る
地
震
保
険
料
控
除

制
度
の
導
入
な
ど
、
一
層
の

普
及
促
進
に
向
け
た
取
り
組

み
が
進
め
ら
れ
た
。

　
財
務
省
Ｐ
Ｔ
フ
ォ
ロ
ー
ア

ッ
プ
会
合
で
は
、
東
日
本
大

震
災
で
問
題
と
な
っ
た
二
重

ロ
ー
ン
問
題
へ
の
対
策
と
い

う
観
点
で
の
加
入
促
進
や
、

加
入
率
が
低
い
マ
ン
シ
ョ
ン

共
用
部
分
や
家
財
の
補
償
の

加
入
促
進
の
必
要
性
が
指
摘

さ
れ
て
お
り
、
業
界
で
は
、

住
宅
ロ
ー
ン
債
務
者
や
マ
ン

シ
ョ
ン
の
管
理
組
合
・
居
住

者
に
対
す
る
地
震
保
険
の
必

要
性
の
訴
求
や
、
家
財
の
付

保
の
推
奨
な
ど
に
取
り
組
ん

で
い
る
。

　
そ
し
て
、
制
度
創
設
（
１

９
６
６
年
）
か
ら
50
年
を
迎

え
た
２
０
１
６
年
に
は
、
地

震
保
険
制
度
の
こ
れ
ま
で
の

歩
み
を
振
り
返
り
、
補
償
の

必
要
性
を
再
確
認
し
た
「
50

周
年
記
念
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
を

開
催
、
こ
の
他
、
代
理
店
向

け
の
セ
ミ
ナ
ー
開
催
や
地
震

保
険
特
設
サ
イ
ト
を
通
じ
た

情
報
発
信
（
文
末
Ｕ
Ｒ
Ｌ
参

照
）
に
よ
り
、
地
震
リ
ス
ク

の
意
識
向
上
や
補
償
の
必
要

性
の
訴
求
に
取
り
組
ん
だ
。

　
直
近
で
は
、
世
帯
加
入
率

は
約
３
割
、
付
帯
率
は
約
６

割
に
達
し
て
い
る
（
図
表

２
）
。

　
地
震
国
で
あ
る
日
本
は
、

全
国
ど
こ
で
も
地
震
に
よ
っ

て
大
き
な
被
害
が
発
生
す
る

可
能
性
が
あ
る
。
巨
大
・
広

範
囲
の
被
害
が
予
想
さ
れ
る

首
都
直
下
地
震
や
南
海
ト
ラ

フ
巨
大
地
震
の
発
生
が
懸
念

さ
れ
る
中
、
日
本
損
害
保
険

協
会
は
、
国
民
の
安
心
・
安

全
に
寄
与
す
る
た
め
、
地
震

保
険
の
一
層
の
普
及
促
進
に

よ
り
、
被
災
者
の
生
活
再
建

に
貢
献
し
て
い
く
所
存
で
あ

る
。

（
つ
づ
く
）

◇

　
▽
地
震
保
険
特
設
サ
イ
ト

：http://w
w
w
.jish
in
-

h
ok
en
.jp/

　
▽
市
区
別
の
地
震
保
険
付

帯
率
・
都
道
府
県
別
の
住
宅

に
関
す
る
統
計
デ
ー
タ
等

：http://w
w
w
.jish
in
-

h
o
k
e
n
.jp
/re
fe
re
n

ce.h
tm
l#
/3

　【
文
責
：
日
本
損
害
保
険

協
会
】

　
本
特
集
で
は
、
日
本
損
害
保
険
協
会
が
創
立
１
０
０
周
年
に
あ
た
り
刊
行
し
た
「
日
本
損
害
保
険
協
会
百
年
史
」
を

も
と
に
、
同
協
会
の
歩
み
を
紹
介
し
て
い
る
。
前
回
の
第
８
回
で
は
、
損
害
保
険
業
界
の
巨
大
な
地
震
災
害
へ
の
対
応

と
し
て
、
迅
速
か
つ
適
正
な
保
険
金
支
払
い
の
た
め
の
取
り
組
み
を
振
り
返
っ
た
。
第
９
回
の
今
回
は
、
家
計
地
震
保

険
制
度
が
、
創
設
以
来
ど
の
よ
う
な
変
遷
を
た
ど
り
拡
充
さ
れ
て
き
た
の
か
、
「
商
品
内
容
」
「
再
保
険
ス
キ
ー
ム
」

「
加
入
状
況
」
の
３
つ
の
観
点
か
ら
概
観
す
る
。
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図表１　地震保険制度の変遷

図表２　地震保険の普及推移
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地震保険に関する法律の施行

付保割合 ：30％
引受限度額 ：建物 90 万円、家財 60 万円
損害区分 ：全損のみ（支払割合 100％）

付保割合 ：30 ～ 50％
引受限度額 ：建物 1,000 万円、家財 500 万円
損害区分 ：全損（100％）、半損（建物 50％、家財 10％）

付保割合 ：30 ～ 50％
引受限度額 ：建物 1,000 万円、家財 500 万円
損害区分 ：全損（100％）、半損（建物 50％、家財 10％）、一部損（5％）

付保割合 ：30 ～ 50％
引受限度額：建物 5,000 万円、家財 1,000 万円
損害区分 ：全損（100％）、半損（50％）、一部損（5％）

付保割合 ：30 ～ 50％
引受限度額 ：建物 5,000 万円、家財 1,000 万円
損害区分 ：全損（100％）、大半損（60％）、小半損（30％）、一部損（5％）

1964年
新潟地震

（注）下線部は改定内容を示す。

（注1）世帯加入率とは、当該年度末の地震保険の契約件数を当該年度末の住民基本台帳に基づく世帯数で除
した数値をいう。ただし、2013年度以降は、当該年度末の地震保険契約件数を翌年1月1日時点の住民
基本台帳に基づく世帯数で除した数値をいう。なお、2012年度以降の世帯数には、2012年 7月9日から
住民基本台帳の適用対象となった外国人を含む。

（注2）付帯率とは、当該年度中に契約された火災保険契約（住宅物件）に地震保険が付帯されている割合を
いう。

出典：損害保険料率算出機構資料

1978年
宮城県沖地震

1995年
阪神・淡路大震災

2011年
東日本大震災

1987年
千葉県東方沖地震
1989年
伊豆半島東方沖群発地震
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